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佐賀県警察科学捜査研究所技術職員によるＤＮＡ型鑑定での不正行為を強く非

難するとともに第三者機関による検証等を求める会長声明 

 

佐賀県警察は、本年（２０２５年）９月８日の記者会見において、佐賀県警

察本部化学捜査研究所の技術職員が７年余りにわたり、実際には実施していな

いＤＮＡ型鑑定を行ったように装う等、虚偽内容の書類を作成するなどの不正

行為（以下、「本件不正行為」という。）を繰り返していたことを公表した。 

各種報道によると、今回、確認されたものだけでも、虚偽の鑑定書類作成を含

めて１３０件に上り、そのうち、実際は鑑定していないのに鑑定したことを装

った証拠捏造というべきものが９件、鑑定試料の余りを鑑定後に紛失して別の

物を鑑定試料と偽って警察署に返すなどしたものが４件、上記１３０件のうち

再鑑定を行った１２４件の中で当初の鑑定と異なる結果になったものが８件、

鑑定結果が証拠として検察庁に送付されたものが１６件あるとのことであった。 

ＤＮＡ型鑑定等の科学鑑定は、近時の刑事司法において、捜査や公判の帰趨

を決する大きな影響力を持つ科学的証拠である。科学鑑定が正確に実施される

ことは、無辜の者を誤って処罰することがないようにするだけでなく、真犯人

の発見や事件の早期解決、真相究明にとっても重要である上、国民の刑事司法

に対する信頼を担保するものである。それにもかかわらず、７年余りもの間、刑

事司法に対する重大な背信行為が繰り返し行われ、かつ、見過ごされてきたこ

とは、極めて遺憾であり、強い非難に値する。虚偽証拠による裁判は、刑事訴訟

法４３５条１号によりそれ自体が再審事由となる上、本件不正行為のようにＤ

ＮＡ型に関する虚偽の報告書を作成することは、虚偽公文書作成罪（刑法１５

６条）、証拠偽造罪（刑法１０４条）などの犯罪に該当するものであり、極めて

重大な事態である。 

捜査段階で作られた証拠は、被疑者、被告人の防御権や弁護人の弁護活動に

関わるものであることはいうまでもなく、結果、被疑者、被告人の人生そのも

のに重大な影響を及ぼすものである。 

本件不正行為が二度と起こらないようにするためには、原因究明は必須であ

る。ところが、各種報道によると、佐賀県警察は、佐賀地方検察庁、佐賀地方裁

判所の協力を得て調査を行った結果、全ての不正行為について捜査や公判への

影響はなかったとして第三者による調査機関の設置は必要ないとしている。 

 しかし、佐賀県警察が行ったとする調査は、あくまで捜査機関が自ら実施し

たものに過ぎず、その調査過程や発覚の端緒は何ら明らかになっていない。し

かも、問題発覚から約 1 年もの間、公表されなかった点も看過できない。 

本件不正行為が繰り返し行われた原因の究明、捜査や公判への影響がないと
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いう説明の真偽、他の類似事案の有無、本件不正行為が７年余りも見過ごされ

た原因、チェック体制の適否、組織的な関与の有無、再鑑定の実施方法や鑑定

資料の適否の検証など、数多くの課題が残ったままであり、到底十分ではな

い。 

防御権や弁護活動に影響がなかったかどうかという点は、当然、捜査の対象

となった被疑者、被告人、弁護活動を行った弁護人に情報を提供して調査を行

わなければ、明らかにならない。しかし、現在まで、各事件の被疑者、被告人

及び弁護人に対する調査は一切行われていない。 

 佐賀県警察の対応は、本件不正行為の重大性を見誤っていると指摘せざるを

得ない。また、佐賀地方検察庁が、警察の捜査を指導監督する立場にあるにか

かわらず、本件不正行為を見抜くことができなかったことも看過できない。 

本件不正行為が、７年余りもの間繰り返し行われ、かつ、見過ごされてきた

ことからすると、警察内部の監察及び検察官による指揮並びに公安委員会によ

る監督では、鑑定に際しての証拠の偽造を防止することはできないという構造

的欠陥が明らかになった。真相究明のためには、捜査機関から独立した機関に

よる調査が必要不可欠である。また、本件不正行為は佐賀県警察のみの問題で

はない。全国の都道府県警察においても、本件不正行為と同様な問題が起きて

いないか可及的速やかに確認を行う必要がある。 

よって、当会は、法務省、最高検察庁、警察庁及び国家公安委員会に対し、

中立的な第三者機関を設置した上で、本件不正行為が捜査及び公判に与えた影

響を検証し、再審請求を行うなどの適切な措置を講じるとともに、本件不正行

為を防止することができなかった構造的原因を究明し、再発防止策を策定する

ことを求める。また、佐賀地方検察庁は、当時の弁護人に情報を提供して調査

をおこない、鑑定結果が判決に影響を及ぼした可能性が否定できない事案につ

いては再審請求の機会を得られるよう配慮すべきである。 
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